
今期の国内景気ＢＳＩ値は１０．９（前期実績５．７）と、上昇傾向を強め、３期連続

での上昇となった。インバウンド回復に加え、国内観光客の増加や経済活動

正常化に伴う個人消費のさらなる回復が期待され、運輸・倉庫業をはじめ

とした全ての業種で上昇した。

今後の予想については、２０２４年１～３月期は０．２とほぼ横ばいで推移し、続く

４～６月期には１０．０と再び大幅に上昇する見込み。

第１位は「原材（燃）料高」（５３．９％）、第２位は「求人難」（４５．２％）、
第３位は「受注・売上不振」（３５．３％）、第４位は「人件費負担増大」
（２７．２％）、第５位は「技能労働者不足」（１４．９％）であった。
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（注）10～12月期のBSI値は、7～9月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は９．１（前期実績▲２．１）と上昇に転じた。年末需要

を背景とした消費、物流の活発化や、観光客を中心とした人流の増加が売上

増につながり、特に小売業や運輸・倉庫業、サービス業等で大幅に上昇した。

今後の予想については、急速な需要拡大による人手不足や、原材（燃）料

価格の高止まり等によるマイナスの影響もあり、２０２４年１～３月期は▲３．５と

やや下降するものの、４～６月期には５．０と、再び上昇する見通し。

国内景気動向
自社業況（総合判断）

1. 生産・売上高、工事施工高
2. 製・商品・サービス・請負価格
3. 経常利益
4. 所定外労働時間
5. 製・商品在庫
6. 資金繰り
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【 お問い合わせ 】 　中小企業支援部　l075-341-9780 調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。
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（注）今期の数値のみ表記

京都企業のBSI値 ： １１月中旬から１２月上旬にかけて同調査を実施し、５０６社中３２３社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店などを持つ企業）。

京都商工会議所　BSI値 検索
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新卒採用（2024年4月入社）の
採用活動状況（単一回答）

現行の雇用形態ごとの充足感
（2023年11月時点）

1 今年度（2023年度）と比較した
来年度（2024年度）の新卒採用の予定人数
（第１問で「実施した」と回答した企業が回答）

2 新卒採用の充足状況
（第１問で「実施した」と回答した
   企業が回答）

3

1 今後の雇用・採用計画の方向性2 雇用・人材確保における課題
（上位5つ）（複数回答）

3
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今期の国内景気ＢＳＩ値は１０．９（前期実績５．７）と、上昇傾向を強め、３期連続

での上昇となった。インバウンド回復に加え、国内観光客の増加や経済活動

正常化に伴う個人消費のさらなる回復が期待され、運輸・倉庫業をはじめ

とした全ての業種で上昇した。

今後の予想については、２０２４年１～３月期は０．２とほぼ横ばいで推移し、続く

４～６月期には１０．０と再び大幅に上昇する見込み。
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（注）10～12月期のBSI値は、7～9月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。
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「不足している」を
   超える6割が
「増やす」と回答

「不足している」とほぼ
同割合が「増やす」と回答

新卒採用活動について ▶ 新卒採用活動を実施した企業は58.0％と微増新卒採用活動を実施した企業のうち、予定通りの採用ができた企業はおよそ3割
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加

雇用･人材確保について ▶ 正規雇用者は半数以上、非正規雇用者は約３割の企業が不足と回答労働市場でのミスマッチング解消や人件費高騰への対応が課題
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